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（6）注）発行済株式総数は新株予約権の行使により増加する可能性があります。 

 
３．第三者割当増資による調達資金の使途 

今回の資金調達は、主として引受業務及び信用取引業務の拡大に必要な自己資本の拡充を目的としておりま

す。第三者割当増資による手取概算額 4,086,280 千円については、第三者割当増資と同日付をもって決議された


